第１４章　物価及び家計
卸売物価の動向
　昭和57年平均の大阪市内卸売物価指数（商工会議所調べ）は134.1（昭和50年を100とする）となり、昭和56年平均に比べ0.7パーセントの上昇となった。
　前年比が微騰にとどまったのは、円安という価格上昇要因はあったものの、年間を通じ需要不振が続いたためである。
　類別にみると、上昇したものとしては、水産加工品の7.1パーセント、石炭・石油・同製品の6.9パーセント、畜産加工品の6.1パーセント等である。一方、下落したものとしては、調味料のマイナス9.8パーセント、肥料・飼料のマイナス7.6パーセント、非鉄のマイナス5.9パーセント等である。
消費者物価の動向
　昭和57年平均の大阪市消費者物価指数は、総合指数で107.6 （昭和55年を100とする）となり、昭和56年平均に比べ2.6パーセントの上昇となった。
　過去５年間の対前年上昇率をみると、52年が7.9パーセント、53年が4.1パーセント、54年が3.4パーセント、55年が7.2パーセント、56年が4.9パーセントとなっており、56年に鎮静化した物価は57年には一層落ちついた傾向をみせている。
　57年平均の消費者物価が落ちついた要因としては､光熱･水道が0.5パーセント（56年10.1パーセント）、家具・家事用品が0.9パーセント（同5.0パーセント）、食料品が1.7パーセント（同4.5パーセント）等、56年平均に比べ低い上昇率となったためである。
　内訳をみると、教育では補習教育の8.0パーセント、交通通信では交通の7.8パーセント、保健医療では保健医療用品・器具の6.8パーセント等がそれぞれ大きな上昇を示している。
　一方、消費者物価の地域差を６大都市別にみると、全国を100として、東京都区部108.8（食料105.9）、横浜市107.3（同105.9）、京都市104.5（同106.0）、名古屋市103.3（同104.1）、大阪市103.2（同103.4）、神戸市102.4（同102.5）の順となっており、総合では東京都区部、食料では京都市がそれぞれ最も高くなっている。
家計費の動向
　昭和57年の大阪府勤労者世帯の１世帯（世帯人員3.7人、有業人員1.4人、世帯主の年齢43.2歳）平均の実収入は、39万9202円で、55年マイナス0.8パーセント、56年マイナス1.4パーセントと実質減少が続いた反動と消費者物価（大阪市総合指数）が34年以来の低い上昇率、プラス2.6パーセントとなった影響を受けて、前年比で名目プラス9.3パーセント、実質プラス6.5パーセントの増加となった。実質実収入のプラス要因となった世帯主収入は、34万6885円で実質プラス6.0パーセントの増加、妻の収入、他の世帯員収入もそれぞれ実質増加となった。
　また、可処分所得（実収入から非消費支出を引く）は、34万605円で、前年比名目プラス 7.5パーセント、実質プラス4.8パーセントの増加となった。実収入の伸びを下回ったのは、非消費支出が前年比名目でプラス21.1パーセントと実収入の伸びを大きく上回ったためである。内訳では、勤労所得税プラス27.0パーセント、他の税プラス30.8パーセント、社会保障費プラス11.3パーセントとそれぞれ名目増加となった。
　消費支出は26万7605円で、前年比名目プラス7.8パーセント、実質プラス5.1パーセントの増加となった。
　費目別にみると、被服及び履き物がマイナス0.6パーセントの実質減少、食料プラス3.1パーセント、住居プラス2.3パーセント、光熱・水道プラス3.1パーセント、家具・家事用品プラス6.4パーセント、保健医療プラス8.6パーセント、交通通信プラス2.3パーセント、教育プラス3.9パーセント、教養娯楽プラス11.6パーセント、その他の消費支出プラス8.0パーセントとそれぞれ実質増加となった。
　家計収支のバランスをみると、平均消費性向（消費支出を可処分所得で割る）78.6パーセント、黒字率（黒字を可処分所得で割る）21.4パーセントは、ほぼ横ばいとなり、平均貯蓄性向（貯蓄純増を可処分所得で割る）は、11.4パーセントと41年以来の低い水準となり、消費が伸び悩む中で貯蓄等へ向けられる分か減少し、各種ローンの支払いが大きくなってきた事を示している。
